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○議長（茅沼隆文） 

 日程第３ 議案第４５号 平成２９年度開成町下水道事業特別会計補正（第２号）

についてを議題といたします。予算書の説明を担当課長に求めます。 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（熊澤勝己） 

 議案第４５号 平成２９年度開成町下水道事業特別会計補正予算（第２号）。 

 平成２９年度開成町の下水道事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 歳入歳出予算の補正。第１条、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ４

８万５，０００円を増額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５億９，５０８

万５，０００円とする。 

 第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 債務負担行為補正。第２条、地方自治法第２１４条の規定による債務負担行為の追

加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 地方債補正。第３条、地方自治法第２３０条第２項の規定による地方債の変更は、

「第３表 地方債補正」による。 

 平成２９年１２月５日提出、開成町長、府川裕一。 

 今回の補正の理由ですが、下水道特別会計を平成３１年度に公営企業会計へ移行す

るため、下水道公営企業会計システムの導入業務委託の増額と給与費見直し、人事異

動に伴います職員給与の減額、それにあわせまして、歳入のほうの町債の増額と一般

会計からの繰入金を減額するものでございます。 

 次の２ページをお願いいたします。 

 第１表、歳入歳出予算補正。歳入４款繰入金から７款町債まで、補正額４８万５，

０００円の増額、歳入合計５億９，５０８万５，０００円です。 

 歳出、１款総務費から５款予備費まで、補正額４８万５，０００円の増、歳出合計、

５億９，５０８万５，０００円です。 

 次の４ページをお願いいたします。第２表、債務負担行為補正、次項、下水道公営

企業会計システム導入業務委託利用、期間、平成３０年度、限度額２６７万円。 

 第３表、地方債補正、起債の目的、公営企業会計適用債、限度額、補正前、５７０

万円、補正後、６７０万円、起債の方法、利率、償還の方法は記載のとおりでござい

ます。 

 次にちょっととびますけれども、１８ページをお願いいたします。 

 第２表、債務負担行為補正に関する調書でございます。債務負担行為で、翌年度以

降にわたるものについての、前年度末までの支出額及び当該年度以降の支出予定額に

関する調書です。事項としまして、下水道公営企業会計システム導入業務委託料、限

度額２６７万円、前年度末までの支出額はありません。 

 当該年度以降の支出予定額、期間、平成３０年度、金額２６０万円、サの財源内訳
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としまして、特定財源、地方債が２６０万円、一般財源が７万円となります。 

 次に、１９ページをお願いいたします。第３表、地方債補正に関する調書でござい

ます。地方債の前々年度末及び前年度末における現在高並びに当該年度末における現

在高の見込みに関する調書です。 

 今回の変更箇所は、（４）公営企業会計適用債でございます。補正前の額、当該年

度中、増減見込の当該年度中起債見込額５７０万円が補正後の額１００万円増の６７

０万円となります。 

 当該年度末現在高見込額も１００万円増の１，０４０万円となります。したがいま

して、上段の１、普通債、補正後の額の当該年度末現在高見込額も１００万円増の２

４億７，３４６万４，０００円となります。 

 次に、１２ページ、１３ページをお願いいたします。明細書で御説明をいたします。 

 ２、歳入です。４款繰入金、１項他会計繰入金、１目一般会計繰入金、説明欄１、

一般会計繰入金、５１万５，０００円の減額は、給与見直し及び人事異動に伴います

職員給与の減額に伴い、一般会計からの繰入金を減額するものでございます。 

 ７款町債、１項町債、１目下水道事業債、説明欄１、公営企業会計適用債、１００

万円の増は、下水道公営企業会計システム導入業務委託料に関する増額でございます。 

 次に、１４ページ、１５ページをお願いいたします。 

 ３、歳出です。１款総務費、１項下水道総務費、１目一般管理費、説明欄１、経常

的一般管理の下水道項営業会計システム導入業務委託料、１０２万４，０００円の増

額は、平成３１年度、公営企業会計に移行に伴います今年度委託しております、公営

企業会計移行業務委託で調査しております、下水道資産台帳のデータを水道事業の企

業会計と同様に、公営企業会計システムに取り入れるために業者に委託するものでご

ざいます。説明欄２、給与費、８９万６，０００円の減額は、給与見直しと人事異動

に伴う職員給与の減額でございます。 

 ２款事業費、１項下水道事業費、１目公営下水道事業費、説明欄１、給与費３８万

１，０００円の増額は、給与費見直しに伴います職員給与の増額です。 

 ５款予備費、１項予備費、１目予備費、補正額２万４，０００円の減額は、歳入で

あります公営企業適用債、１００万円と歳出の下水道公営企業会計システム導入業務

委託、１０２万４，０００円の差額を補正するものでございます。 

 説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

 説明が終わりましたので、質疑に入ります。質疑をどうぞ。 

 ９番、井上議員。 

○９番（井上三史） 

 ９番、井上です。 

 １４ページ、１５ページの一般管理費で、説明欄１の経常的一般管理費に、下水道

公営企業会計システム導入業務委託料が１０２万４，０００円計上されているわけで

すけれども、また、歳入のところの１２ページ、１３ページでは、７款のところで、
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それを町債も出してきていると説明を聞いているのですけれども、ここで基本的なこ

とを、私はよく分からなかったので、御質問させていただくわけでございますけれど

も、当初予算で出てこなくて、補正でやっているというとろの観点から、このシステ

ムを導入するのは、開成町に導入するものなのか。あるいはどこか開成町外のところ

で導入し、その業務を委託するということで、この１０２万４，０００円を支出する

ものか、その辺、確認をさせていただきたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（熊澤勝己） 

 議員の御質問にお答えいたします。 

 下水道の特別会計は、現在、一般管理、町の予算と同様の形の中で会計システムを

行っています。それとあわせまして、水道につきましては、公営企業会計という形の

中で、上下水道課が独自に公営企業会計のシステムをもっていまして、そちらのデー

タ移行等の確認ということで、業務を業者に委託しております。こちらの下水道のほ

うの特別会計も公営企業会計という形の中で移行するにあたって、水道の企業会計と

同様なシステムをまず導入をしたいと考えております。その導入にあたっては、まず

１点は、現在、水道の企業会計がありますので、そちらと同じシステムを入れていき

たいというのは、まず、同じ企業会計が二つあって、違うそれぞれのシステムをして

しまうと、職員の操作等の時差が出るということで、やはり同じようなシステムを導

入したい。その導入のために、現在、委託しています公営企業会計の移行に伴う調査

の中で、資産台帳の調査等を行っていて、そのデータが大分出そろった中で、こちら

のほうを公営企業会計システムに変換するために、そちらの業者に導入するシステム

の中で取り入れるためのデータ変換等の作業をしていきたいと考えております。そち

らのための今回、委託料になってございます。 

○議長（茅沼隆文） 

 井上議員。 

○９番（井上三史） 

 いまいちちょっと私、理解できなかったところなのですが、簡単に、簡潔に説明し

ていただきたいのは、このシステムを導入するのが町という認識でよろしいのでしょ

うか。 

○議長（茅沼隆文） 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（熊澤勝己） 

 申しわけございません。システムの導入は、町のほうが導入する形です。 

○議長（茅沼隆文） 

 井上議員。 

○９番（井上三史） 

 そうしますと、その運用業者に委託をするという認識でよろしいのでしょうか。経
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常的一般管理費としてやるということは、今後もこの金額が来年度当初予算にのっか

ってくるという認識でよろしいでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（熊澤勝己） 

 こちらに関しましては、平成３０年度につきましては、こちらの公営企業会計シス

テムの移行に伴います委託等につきましては、経常的一般管理の支出の中で行ってい

きたいと考えてございます。 

○議長（茅沼隆文） 

 井上議員、どうぞ。 

○９番（井上三史） 

 ただ、運用は、町職員というよりは、別の業者に運用を委託という確認でよろしい

ですか。 

○議長（茅沼隆文） 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（熊澤勝己） 

 まず、１点は、まだ、来年度につきましては、その移行に伴います、各業務の委託

を執行していきたいと考えております。 

 企業会計に移行した以降が、そちらのシステムの運用という形になりますので、そ

ちらにつきましては、現在持っています水道の公営企業会計と同じような形の中で予

算の作成時の委託等の執行をしていきたいと考えております。 

○議長（茅沼隆文） 

 まちづくり部長。 

○まちづくり部長（芳山 忠） 

 大変申しわけございません。現在は水道事業会計のシステムは、一般会計と同様の

システムで執行しています。 

 ただ、来年度、再来年度までに国から下水道についても、公営企業会計に切り替え

てくださいといった指示がきております。それに基づきまして、現在、水道事業会計

で行っております公営企業会計と同じシステムに、この下水道事業会計も移し替える

と、そういう作業が必要になるということでございます。本来であれば、平成３０年

度単年度でできるのではないかと、当初考えておったわけでございますが、思ったよ

り作業量が多いということで、今年度中に始める必要があるというところから、今回、

補正予算を計上させていただき、また、平成３０年度分として、債務負担行為を設定

させていただいたと、そういう手順でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

 ほかに。２番、山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

 ２番、山田貴弘です。 
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 同じところでの関連質問になるのですけれども、ちょっと今回、当初予算では、公

営企業会計移行業務委託料として、５７２万４，０００円計上していますよね。今回、

システム導入として１０２万４，０００円計上するという説明を今、されたと思うの

ですけれども、当初、予算を組むのにここら辺まで読めなかったのかどうかというの

は、ちょっと疑問が出ていると。業務量があまりにも多くて、それに対して追加なの

か、システムそのものを当初見ていなくて、今回、新たに追加して補正で出している

のか。あと関連で、債務負担行為で２６７万限度額を上げていると思うのですけれど

も、そこら辺の１０２万４，０００円との絡みがもう少し分からないので、説明をい

ただきたい。 

○議長（茅沼隆文） 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（熊澤勝己） 

 まず、公営企業会計移行に伴います、委託を今年度当初に計上している中で、シス

テムの移行につきましては、一般的に近隣の同じような町村の状況を見ますと、１年

間で済むのではないかということで、平成３０年度に予定をしておりました。ところ

が、今年度、資産台帳の調査等でデータが出そろってきた中で、やはり開成町の資産

のデータ量というものがかなりあるという中で、業者と確認した中で、そちらの作業

を行う上では、やはり１年間ではなかなか終わらないというところが、まず一つ出て

きましたものですから、今回、ここのところで先に平成２９年度からそちらの資産の

データの整理をした中で、システムに移行するための準備をまずしていきたいと思っ

ております。こちらにつきまして、今言われました、資産台帳、企業債の費用、また、

町で管理している下水道の施設の台帳のデータを移行していくというのが、今年度予

定をしているところです。 

 来年度につきましては、そちらのデータを公営企業会計、現在、水道で持っており

ますシステムに、同じような形でデータ、金額を出すということで予定をしておりま

す。こちらにつきましては、科目等の設定、また、決裁及び区分の確認、その他の会

計システムで必要なものの構築というものを平成３０年度以降行っていって、平成３

１年度には、公営企業会計として、予算をきちんと出していきたいと考えております。 

○議長（茅沼隆文） 

 山田議員、質問を簡潔に分かりやすくしてください。 

 上下水道課長も、簡潔に回答、答弁をお願いします。 

○２番（山田貴弘） 

 平成２９年度予算、分かりますか。そこで我々に予算要求しているのは、公営企業

会計移行業務委託料として５７２万４，０００円要求しているのですよ。我々はそれ

を了承して、認めて予算をつけているのですよ。 

 今回、補正でシステム導入委託料として１０２万４，０００円、さらに要求してい

るのです。当初、予算組むときというのは、当然、そういうシステム機器も合わせた

中で企業会計に移行するというのが読むわけではないですか。それを補正で出してき
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たのかというところを聞きたいのですよ。 

 それとあわせて、債務負担行為で２６７万円、報告をもらっているわけではないで

すか。これと１０２万４，０００円との差異の部分が出てくるではないですか。これ

を教えてもらいたいという。 

○議長（茅沼隆文） 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（熊澤勝己） 

 回答が私のほうで分かりづらいということで、まず１点は、今回、会計システム導

入につきましては、平成２９年度の予算当初のときには、平成３０年度にシステム導

入の業務委託料というものをしていくというようなスケジュールでいました。ところ

が、今年度に行っています、公営企業会計の業務委託料というものをしていくという

スケジュールでいました。ところが、今年度行っています公営企業会計の業務委託の

中の資産のデータを確認したところ、そちらの中のシステム導入が、資産の量が多い

という中で、まず、確認をした中で、１年、平成３０年度から始めてしまうと、そち

らの移行の期間的に間に合わないものが出てくるということが分かりましたので、１

２月に、こちらのシステム導入の業務委託をまず先行して予算を要求しております。 

 こちらにつきましては、平成２９年にやる事業と、来年度で行う事業というものが、

公営企業会計の移行に伴う業務委託も、平成３０年度まで債務負担が通っていまして、

大体同時並行で行わなければいけない作業というものがかなりあります。その中で今

年度やる作業と来年度行う作業というものは、内容が違うものです。 

○議長（茅沼隆文） 

 まちづくり部長。 

○まちづくり部長（芳山 忠） 

 申しわけございません。平成２８年度から平成３０年度の予定ということで、平成

２９年度予算にも計上させていただいております、公営企業会計移行業務委託、これ

については、移行に必要な様々なデータの整理ですとかということをやっております。

今回につきましては、それを実際に執行するシステムへ移す手続なんですけれども、

その内容が、これまでの作業の中からかなりボリュームがあるということで、今年度

から対応する必要があると。当初は平成３０年度、単年度で終わらせる予定でした。

それがちょっとやはりボリューム的にかなりあるということが今年度判明しました

ので、ここで早めにスタートさせていただきたいということで、補正予算を計上させ

ていただいたものでございます。 

 あと、債務負担行為の件につきましては、債務負担行為は、２７６万円を設定させ

ていただいておりますが、これは今回の１０４万円との合計の金額を大体想定してい

るということで経費を考えています。そのために債務負担行為を設定させていただき

ました。 

 以上です。 

○議長（茅沼隆文） 
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 ほかに質疑ございませんか。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（茅沼隆文） 

 質疑がないようですので、これで質疑を終了いたします。討論ありますか。 

 （「なし」という者多数） 

○議長（茅沼隆文） 

 討論もないようですので、採決に入ります。 

 議案第４５号 平成２９年度開成町下水道事業特別会計補正予算（第２号）につい

て、原案に賛成の方の起立を求めます。 

 （起 立 全 員） 

○議長（茅沼隆文） 

 着席ください。起立全員によって、可決いたしました。 

  

 


